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【要留意日程案 1月 16日（木）～ 2月 16 日（日）】

1 月

23(木)－ 28(火) ダヴォス会議

27(月) 国連イラク査察団の国連安保理への報告

28(火) イスラエル・クネセット選挙

2月

1(土) 春節（中国などの旧正月）

15(土)－ 16(日) WTO 非公式閣僚会議（東京）
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会員の皆様、明けましておめでとうございます。

日本国際問題研究所の活動に変わらぬご理解とご支援を賜わり、心より感謝申し上げます。

冷戦構造が終了して 10 年、21 世紀もすでに 3 年目を迎えましたが、国際情勢は一層複雑化

の度合いを深めております。一昨年 9 月の米国における 9.11 事件は、国際秩序の根幹を揺る

がす衝撃的な事件として全世界を震撼させました。その後国際テロリズムに対する国際社会

の協力は強化されておりますが、それにもかかわらず、世界各地において国際テロ組織によ

る組織的な関与と思われるテロ行為は後を絶っていない状況にあります。イラクでの大量破

壊兵器開発疑惑の問題や、北朝鮮における核開発の問題など、国際秩序の安定を揺るがしか

ねない事態が世界の関心の焦点となっています。さらにわが国をめぐる国際関係にも、日朝

国交正常化交渉をめぐる状況の展開や第 16 回党大会で新たな装いを整えた中国との関係の構

築など、大きな課題が生まれています。そのなかにあって目をわが国の国内に転ずると、わ

が国自身が金融を中心とした国内経済改革とデフレーションにあえぐ景気動向という二重苦

の課題をかかえ未曾有の困難に直面しているように見えます。

このように激動する内外の情勢のなかで、私ども日本国際問題研究所は、今日の世界の主

要問題に関する研究活動を一層活発化させるべく努力してまいりました。とくに新しい方向

での努力として、会員の皆様にも参加していただく参加型の研究活動をめざし、現下の国際

関係の中核となるような問題をとりあげてその本質を解明することに力を尽くしております。

このような問題意識から、昨年は｢南東欧投資促進セミナー｣「日中韓三極フォーラム｣などの

公開セミナーを開催したほか、南アフリカのヨハネスブルグにおける｢持続可能な開発に関す

る世界首脳会議｣(ＷＳＳＤ)の機会に｢開発における良き統治の重要性｣をテーマとするシンポ

ジウムを開催して大きな反響を呼びました。

調査研究部門では、同じような問題意識に基づいて｢米国 9.11 テロ事件以後の『米軍の前方

展開兵力』の変化の分析｣、｢東アジアにおけるコミュニティーの形成と日ＡＳＥＡＮ協力｣、

「中国経済の台頭と国際競争力の評価｣など、会員の皆様にも直接関心がおありのテーマを優

先的に選んで研究活動を強化しております。また、わが国外交政策の企画立案に直接関係す

る政策志向活動を強化するという目的意識から、さきに｢わが国の対中東和平政策についての

提言｣をまとめ外務省へ提出致しました。今後一層この面での活動を強化していく所存であり

ます。

法人会員向けのサービスとしては、すでに一昨年より一部の研究会を公開して会員の皆様
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にご参加いただき、好評を博していることはご承知のとおりです。今後さらに公開研究会の

機会を増やし、より身近にご利用いただけるよう努めたいと考えております。また、研究所

の活動成果を会員一般に広くご利用いただくために、ホームページの内容の充実をはかって

まいりました。さらに昨年から開始した企画として、 『JIIA 国際問題フォーラム』がありま

す。これは参加重視型の新しい活動として、多くの方々が関心を持っている問題に関して討

論を行う場でありますが、今年はさらに、討論テーマを広く選定するとともにスピーカーお

よび討議参加者の層を拡大することによって、活動に幅と深みを与えるよう努力してまいり

たいと考えております。会員の皆さまをはじめ、広く日本の有識者の方々に参加をいただく

ことによって、日本における国際関係分野における知的コミュニティーの形成を目指してお

ります。

これらの一連の新しい試みは、研究所の活動をよりよくご理解いただくためにきわめて重

要と考えておりますので、皆様からこれについて忌憚のないご意見をお聞かせいただければ

幸いと存じます。

出版刊行物の面では、わが国における最も権威ある国際問題の専門誌としての『国際問題』

の質の向上に努めてまいりました。さきに、9.11 テロ事件を受けていち早く緊急座談会を特

集いたしましたが、その後も国際テロリズムという新しい状況下で安全保障の在り方をはじ

めとして、現下の緊急かつ根本的に検討を要する主要国際問題に焦点をしぼった編集を通じ

て、問題の本質に迫る専門的価値の高い論文を掲載してまいりたいと考えます。同時にこの

雑誌をできるだけ広汎な読者に開放し、国際問題の本質を身近に理解していただくために打

ち出した新機軸としての緊急座談会や外交インタビューシリーズの強化充実に努めてまいり

ます。同時にわが国の関与する国際問題について日本の声を海外に発信する手段として、

“The Japan Review of International Affairs"の重要性は一層増大しております。東アジアを

めぐる国際情勢の分析をはじめとして、わが国の外交政策に関わる現下の主要問題について

の外国からの関心が急速に高まっているなかで、今後とも“Japan Review"の内容充実に力を

尽くしてまいる所存です。

当研究所の生命ともいうべき調査研究活動については、その成果を昨年は、 『ミサイル防

衛』 『グローバル化時代の中国』 『ブッシュ政権の国防政策』等の形で刊行しました。本年

は引き続き『東アジア地域主義と日本外交』 『朝鮮半島情勢の新展開と日米韓関係』 『米国

の保守主義』などを刊行する予定です。また、これに加え、重要な情報が即時かつ的確に入

手しうることが重要であるとの考え方に立って、データベースによる情報提供の充実・強化

にも努めております。その点で最近の数年間の国際問題年表データベースがホームページ上

で利用可能になったほか、国際問題文献のデータベース化を目下進めており、近々公開の予

定です。

昨今の厳しい経済情勢のなかで公益法人としての財団法人日本国際問題研究所の活動をこ

のように多方面にわたって維持強化していくことは決して容易なことではありません。諸般

の困難にもかかわらず、私どもとしては日本を代表するシンクタンクであることの自負をもっ

て、真に皆さまのお役に立つ研究所となるよう一層活動の充実を図ってまいる決意でありま

すので、何卒本年も当日本国際問題研究所の活動に対し格別のご支援を賜わりますよう心か

らお願い申し上げます。

新しい年が、皆様にとりましてよい一年となりますよう、皆様のご健勝とご多幸を心から

お祈りいたします。
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ここ数年、日本国際問題研究所の外務省委託研

究プロジェクトのひとつとして、「ロシア外交研究

会」の主査を務めさせていただいている。これま

で「ロシアの対近隣諸国外交」、「対アジア・太平

洋外交」、「対欧米外交」などに関する報告書を提

出してきた。この研究会は、現在進行中の問題を

テーマとすることが多いので、その時点では分析・

判断の難しさを感ずることが多い。たとえば当初

いわゆる「大西洋主義」外交を展開していたロシ

アが、短期間のうちに独立国家共同体（ＣＩＳ）

を勢力圏とするような「大国主義」外交に変化し

たのはなぜか。あるいは敵ではなくなったはずの

ＮＡＴＯの拡大に強く反対し続けたのはなぜか、

などである。

今考えてみれば、それは 1989年のブッシュとゴ

ルバチョフの宣言によって冷戦が終わったという

考えにとらわれていたからではないかと思う。戦

後半世紀近く続いた冷戦は、２人の指導者の宣言

によって終わるような簡単なものではなかった、

あるいは問題ごとに不均等な終わり方をしたとい

うことであろう。

少なくとも共産党が第１党を維持し続けたロシ

ア議会、あるいは軍部では冷戦思考が色濃く残っ

ていた。エリツィン大統領自身は西側志向であっ

たと思われるが、当初はどの政党も与党とはせず、

全国民の代表者とのポーズをとったため、保守的

な世論に影響されやすかったといえるかもしれな

い。

またエリツィンは冷戦思考ではなかったにして

も、大国主義的志向は強かったように思われる。

それがアメリカの一極支配的行動に対抗する行動

に表れたように思われる。

したがって、エリツィン時代のロシア外交は、

冷戦思考の残滓と大国主義がないまぜになったも

のだった。エリツィン時代に米ロ関係は段階を追っ

て悪化したのもその点から理解できるような気が

する。

プーチンの外交はある意味でエリツィンのそれ

とは鮮やかな対照をなしている。プーチンの外交

は「大西洋主義外交」の理論的基礎となった 1993

年の「ロシア連邦対外政策概念の基本規程」を、

「見通しを誤ったもの」として批判することから始

まった。たしかにプーチンもアメリカの一極支配

やＡＢＭ条約の破棄、ＮＭＤ、ＮＡＴＯ拡大など

に反対する姿勢はとった。しかし、結局ロシアに

はそれらを阻止する力はないことを認識し、プー

チンは最初から、それらの容認と引き換えに何か

を獲得しようという条件闘争を展開したのである。

このような柔軟な姿勢があったからこそ、9.11

事件以後の対米協調という外交の転換を成し遂げ

ることができたのであろう。その結果としてロシ

アは、大幅な戦略核弾頭の削減、ＮＡＴＯ－ロシ

ア理事会創設によるＮＡＴＯの決定への一部参加、

Ｇ８のフルメンバーなどの果実を得た。もちろん

それはバルト３国のＮＡＴＯ加盟と引き換えであっ

たが。

このように、エリツィンのように感情的に反発

して対立を深めるのではなく、情勢を冷静に分析

してロシアの利益を引き出すという現実的行動に

プーチンの真骨頂があるように思われる。

しかし、現在の外交方針はある意味で賭けであ

る。ロシア国内でこの路線に対する批判は強く、

アメリカの出方によってはロシアは難しい選択を

迫られよう。そのひとつはイラク問題であるが、

もうひとつは中央アジアであると考え、それを今

年度の研究会のテーマとしている。
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ロシア外交と冷戦の終結
Russia's Foreign Policy and the End of the Cold War

松井 弘明 大東文化大学教授

MATSUI Hiroaki Professor, Daito Bunka University

〈プロフィール〉

１９６６年 慶応大学法学部卒

１９７１年 慶応大学大学院法学研究科政治学専攻博士課程修了（法学博士）

防衛庁防衛研究所教官

１９９０年 聖学院大学政治経済学部教授

１９９４年から現職

JIIA研究



11 月 14 日、ガエタン・ラヴェルテュ・カナダ

外務次官を招いて懇談会を行い、同次官の講演の

後、参加者を交えて意見交換を行った。

【講演要旨】

日本とカナダは、外交、通商の面をはじめとし、

きわめて深く安定した２国間関係にある。とくに

国際の平和と安全、人権問題、開発問題に関し、

多くの問題意識を共有している。近年は、カンボ

ジア、東ティモールなどの問題について共同歩調

をとっており、関係はさらに深化している。また

日本におけるカナダ研究も最近は充実しており、

360 名のカナダ研究者が日本にいると聞いている。

さらに日加間のＮＧＯの交流、ワーキング・ホリ

デーを通じて民間の交流も深まっている。

本年、カナダは、カナナスキスＧ８サミットの

議長国として、その開催にプライオリティをおい

て活動してきた。Ｇ８サミットは、いま多くの新

しい問題に直面している。「9.11 テロ攻撃」によっ

て明確に認識されるにいたった非国家主体の脅威

もそのような問題のひとつだ。その他にもグロー

バリゼーションや貧困の問題など、取り組まなけ

ればならない問題は少なくない。このような新し

い状況のなか、カナダはいかなる役割を果たして

いくべきであろうか。

カナダは、このような新しい問題に取り組むた

めには、２国間関係とともに多国間関係を重視し

ていかなければならないと認識している。後者に

ついては、アドホックな連携もあり得るが、やは

り国際機関、国際条約をはじめとする国際社会の

さまざまな取り決めにもとづいた行動が望ましい

と考えている。アフガニスタンは、安全保障問題

と開発問題が交錯する問題であり、学ぶべき点は

多い。

カナナスキス・サミットにおいては、いくつか

の新しい試みを行った。いままでのようにコミュ

ニケ形式ではなく、より柔軟性を持たせるために

「議長サマリー」という形式をとり、この方式は来

年フランスによっても引き継がれるようである。

本サミットにおいては、テロリズム、軍縮・軍備

管理、アフリカの問題を中心に取り組み、とくに

「大量破壊兵器および物質の拡散に対するＧ８グロー

バル・パートナーシップ」、「Ｇ８アフリカ行動計

画」を打ち出せたことは大きな成果だと考えてい

る。とくにＧ８アフリカ行動計画は、アフリカ自

身のイニシアチブを中心に据えたプログラムであ

り、その意義は大きい。

カナダとしては、9.11 テロ攻撃後、Ｇ８サミッ

トの重要性がさらに確認されたと信じている。カ

ナダとしては、多国間の外交的取り組みを通じて、

地域的なガバナンス能力を高めることによって、

テロの発生をもたらす根源的問題に取り組むこと

が必要であると考えている。
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ガエタン・ラヴェルテュ・カナダ外
務次官との懇談会
Discussion Meeting with Deputy Minister of Foreign Affairs,
Mr. Gaetan LAVERTU

中山俊宏 アメリカ研究センター研究員
NAKAYAMA Toshihiro Research Fellow, Center for

American Studies

ガエタン・ラヴェルテュ・カナダ外務次官プロフィール：
2000 年８月に外務次官に任命され、2002 年６月のカナナ
スキス G８サミットの開催、運営に携わる。1969 年に外
務貿易省に入省。その後、国連、ＮＡＴＯなどを担当。
1996 年から 2000 年までは、ドイツ大使を務める。



キッシンジャーの警告

単独で先制攻撃を辞さないブッシュ・ドクトリ

ンの発表によりアメリカの戦略上のコペルニクス

的転換が図られた（NSS2002, September 17, 2002）。

その発表の直後、ヘンリー・キッシンジャーは米

上院外交委員会で「近代技術とテロの脅威が結び

つく時代には、国家主権の尊重など 1648 年のウェ

ストファリア条約の国家主権の伝統的な規範が問

題となる」と証言した。また、それと前後してフ

ランシス・フクヤマもインターナショナル・ヘラ

ルド・トリビューンで、「米国だけが圧倒的な軍事

力を持つ現実を踏まえれば、米国の思惑が国際法

を超える力を持つことになってしまうため先制攻

撃（ブッシュ・ドクトリン）は“国際ルールへの

重大な挑戦”である」と述べている。

キッシンジャーもフクヤマも内政不干渉原則に

基づいたウェストファリア体制が衰退しつつあり、

他国の内政にさまざまな国が干渉する機会が増え

てきていることに警告を発している。ウェストファ

リア体制は、民族、主権、領土の三つの要素が一

致して初めて成立した国家が国際社会のアクター

となって成立した状況をいう。

冷戦崩壊後、ウェストファリア体制が侵食され

ている。アメリカが中心となり、人権を蹂躙する

政府やテロ支援政府を転覆させ民主的政権を樹立

する国家創造活動が増えているためであるが、ブッ

シュ・ドクトリンでその傾向は加速されるであろ

う。アメリカの意図する国家創造活動とは、自国

の安全保障を脅かす国家に対して、近代国家構成

要因の三つのうち、民族と領土は維持するが、主

権を入れ替えて民主主義の国にする方式である。

この考えの根底には、「民主主義国家は民主主義

国家に対して戦争は稀にしか行わない」というパッ

クス・デモクラティアの考えがある。この考えは

ラセットに代表されるもので、自由民主主義が定

着している限り、政府は市民に対して情報を公開

し、その政策は説明と責任を伴って行われること

が前提となり、その結果、指導者は安易に戦争と

いう手段に訴えるのが困難になる。したがって、

自由、人権、平等、民主主義の価値を共有する国

家間の戦争の機会は低減するという考えである。

つまり、このシステム下では主権国家よりも自

由民主主義社会としての共通性を強調する。そし

て、ここでは行動主体が自由民主主義であり、自

由民主主義の拡大を目指す。パックス・デモクラ

ティアは、冷戦後、グローバリゼーションと米国

の卓越した影響力により存在が大きくなっている。

「セキュリティ・ジレンマ」に陥った帝国

しかし一方、国家体系のアメリカナイゼーショ

ンに反発する異なる文明の国家や非国家主体も勢

いを増している。その現れが 9.11 テロであった。
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ブッシュ・ドクトリンと同盟管理
Bush Doctrine and its Implication for Alliance management

川上 高司 北陸大学法学部教授

KAWAKAMI Takashi , Professor, Law Department, Hokuriku University

〈プロフィール〉

1955年熊本県生まれ。京都産業大学大学院法律学修士。ジョージタウン大学大学院留学

後、フレッチャースクール外交政策分析研究所研究員。ランド研究所客員研究員、防衛

庁防衛研究所主任研究官等を経て、現在、北陸大学法学部教授。JIIAアメリカ研究セン

ター客員研究員、中央大学兼任講師を兼務。専攻は、安全保障問題、国際関係論。

主な著書に「国際秩序の解体と統合」（東洋経済新報社）、「米国の対日政策」（同文館）、

「パワーブローカーズ」（日刊工業新聞）、「日米同盟」（監訳、剄草書房）、Japan and
Ballistic Missile Defense(共著、RAND)、The Role of the United States in the Asia-Pac ific(共
著、CSIS)など多数。

視点 Point of View



パックス・デモクラティアの普遍化はサムエル・

ハンチントンの言う「文明の対立」をもたらす可

能性がある。ブッシュ・ドクトリンに基づくイラ

クへの先制攻撃とそれに続く国家創造活動は、逆

にイスラム諸国を一致団結させる可能性があるし、

表面的には回避されたとしても蓄積されて将来の

紛争要因として残ることになる。ハンチントンは、

今度の世界はイスラム文明やアメリカ文明など八

つの文明に多極化されて文明的な対立の世界にな

ると述べる。そして、イスラム教に代表される原

理主義運動や、西洋文明への反発から自らの文明

への回帰運動が起きていることなどからの紛争の

原因を指摘する。そうなれば、また別の意味での

ウェストファリア体制の崩壊となり、カオスの世

界へと移行する可能性も否定できない。

カオス・システムでは国家は存在せず「主体」

は多様化する。つまり、国家を構成員としたウェ

ストファリア体制が崩壊した国際社会であり、世

界は国家ではなく宗教、テロ集団、帝国といった

単位で分類されることになる。ヘンドリー・ブル

は、この状況を「新中世主義」と説明し、この世

界へ向かう兆候として、国家の地域統合化、国家

の分裂、私的な国際暴力の復活、国境横断的な機

構、世界的な技術の統一化の五点をあげているが、

現在、これらすべての条件は満たされている。

もし、カオス下の国際社会に移行するとすれば、

アメリカは「帝国」へと変貌を遂げる、というよ

りはすでに変貌しつつある。そのアメリカは、自

国の国防戦略を 9.11 テロ以後大きく転換した。9.

11 テロ以後、ソ連とアメリカは戦略的合意に達し、

相互確証破壊（ＭＡＤ）体制が崩壊した。しかも、

アメリカは、冷戦までの「国家の脅威」を国防戦

略の基盤とした、脅威基盤戦略から「能力の脅威」

を基盤とする能力基盤戦略へと国防戦略を大きく

転換した。また、アメリカはテロという合理的判

断を行わない非政府主体をその脅威の対象の最優

先に置いた。そのため、危機が迫っている状況で、

相手の考えを知ることができず、自分だけが大き

く失うのではないかという不安が一層強くなる

「ホッブスの恐怖」に陥ってしまった。この状況で

は、アメリカは「自助」行動に向かわざるを得な

い。しかもこの状況では、自国が相手よりも多く

の安全を得て安全を強化したとしても、それは相

手の不安を増大させるから、相手も対抗措置をと

らざるを得ず、転じて自分の安全を低めることに

なるという「セキュリティ・ジレンマ」状況になっ

ているのが現状である。

このセキュリティ・ジレンマがアメリカに二重

の戦略上の大転換をさせ、アメリカ自らを「帝国」

へと変貌させようとしているのである。

ブッシュ・ドクトリンと同盟管理

この延長線上に米国の同盟管理に変化が見えて

いる。ＱＤＲ 2002（４年毎の国防計画の見直し）

は、「前方抑止」の概念を新たに打ち出した。この

概念は「前方抑止体制を強化する」ものであり、

「米国の同盟国と友好国とのコンサート」により

「米国にとって望ましい地域バランス」を作るもの

である。米国の軍事力行使の任務が、テロ防止・

予防へと転換していることから、敵国からの「共

同防衛」だったものが「地域秩序」形成・維持へ

と比重が移動している。これに伴い「同盟機能の

拡大」が行われている。つまり、締約国はその国

周辺の秩序形成・維持のために安全保障上の国際

公共財の拠出がより求められることとなる。

こういった意味で、同盟・敵対的安全保障から

安全保障共同体・協調的安全保障 へと移行する兆

しが見えているといえよう。とくにそこでは、「小

規模紛争（ＳＳＣｓ）」が取り上げられ、同盟国と

友好国と協調して平時からＳＳＣｓに対処できる

戦力を維持し準備させることの必要性を強調して

いる。そういう観点から東アジア地域の軍事交流・

演習を活性化させ、それぞれをネットワーク化さ

せる、いわゆる「ウェブ型安全保障」の構築も必

要とされよう。具体的には米国の二国間軍事演習

のチーム・チャレンジ 01 やコブラゴールド、タン

デムスラスト、バリタカン等を基礎としたミリ・

ミリ・ネットワークの展開が考えられる。

日米同盟にもそういった意味で有効活用される

べきであり、日本にも地域あるいはグローバルな

秩序形成・維持のために比較優位のある分野での

国際公共財の提供が求められると十分に考えられ

る。とくに、ブッシュ・ドクトリンのもとでは日

本も米国の戦略的パートナーとしてのパワー・シェ

アリングがより必要となろう。
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ＪＩＩＡは､昨年 11 月 18 ～ 20 日､広島･全日空

ホテルにおいて､日中韓三極フォーラムを主催した｡

2002 年は､日中国交正常化 30 周年､日韓ワールド

カップ共催年､中韓国交正常化 10 周年にあたるこ

とから､３国の間で「日中韓国民交流年」と定めら

れている｡本フォーラムは､その記念行事の一環と

して､外務省の認定のもと､開催された｡

期間中､第 17 回日中国際問題討論会､第 17 回日

韓国際問題シンポジウム､第４回日中韓三極フォー

ラム(いずれも非公開)および日中韓三極公開シン

ポジウムを行った｡非公開会合は､いずれもＪＩＩ

Ａと中国国際問題研究所(以下､ＣＩＩＳ)､韓国外

交通商部安保研究院(以下､ＩＦＡＮＳ)を窓口とす

るトラックⅡ協議として行われてきたものであり､

今回も小和田恆･ＪＩＩＡ理事長､宋明江･ＣＩＩＳ

所長､辛成梧･ＩＦＡＮＳ院長をはじめ､各国の有識

者が参加し､国際情勢についての意見交換を行った｡

一連の非公開会合における議論の焦点は､北朝鮮

の核開発計画､対テロ､ＦＴＡなどの経済問題に大

別される｡今回､各会合において､これらの問題をめ

ぐる２国または３国間の協力のあり方が､例年以上

に具体的に検討されたことは特記に値する｡国際情

勢は､数々の深刻な問題に直面しているが､このよ

うな事態が実質的な議論を可能にする土壌を提供

したといえるだろう｡日中韓が､問題解決をめぐる

議論を通じて､各分野における協力の枠組みの構築

を今後より一層推進していくことが期待される｡

なお、各会合のテーマおよび報告者は、以下の

通りである｡

（１）第 17 回日韓国際問題シンポジウム

セッション１：「朝鮮半島の現状と主要国の対応」

（小此木政夫･慶應義塾大学教授､安秉俊･ＧＲＩＰ

Ｓ客員教授）日朝首脳会談の評価､北朝鮮の核開発

計画について､議論が行われた。

セッション２：「安全保障をめぐる日韓協力の展望」

（神谷万丈･防衛大学校助教授、朴喆煕･ＩＦＡＮＳ

助教授）日米同盟の文脈における日韓協力のあり

方について議論が行われた｡

セッション３：「日韓経済協力の展望」（阿部一知･

東京電機大学教授、趙庸鈞･ＩＦＡＮＳ教授）日韓

ＦＴＡの課題と経済協力の枠組みについて､議論が

行われた。

（２）第 17 回日中国際問題討論会

セッション１：「東アジアの安定をめぐる主要国の

対応」（重家俊範･ＪＩＩＡ主任研究員、宋所長）

北朝鮮の核開発計画を含む東アジアの安全保障に

ついて、議論が行われた。

セッション２：「両国の国内情勢と日中関係」（北

村隆則･ＪＩＩＡ軍縮不拡散促進センター主任研究

員、晋林波･ＣＩＩＳ研究部長）第 16 回党大会以

後の中国の対外政策および今後の日中関係のあり

方について、議論が行われた。

セッション３：「日中経済協力の現状と展望」（大

橋英夫･専修大学教授､姜躍春･ＣＩＩＳ準研究員）

日中経済の現状とＦＴＡを含む東アジア経済の展

望について、議論が行われた｡

（３）第４回日中韓三極フォーラム：「東アジアの

安定と日中韓協力」（神谷助教授、孫承･ＣＩＩＳ

上級研究員、裵肯燦･ＩＦＡＮＳ教授）北朝鮮の核

開発計画をめぐって、中韓が意見交換を行い、そ

の他対テロ・経済をめぐる３国の協力枠組みのあ

り方について、議論が行われた。

（４）日中韓三極公開シンポジウム：「広島の夢－

日本･中国･韓国の相互理解と交流を求めて」（ＪＩ

ＩＡ･広島商工会議所共催、於広島国際会議場、パ

ネリスト：小和田理事長、宋所長、李東輝･ＩＦＡ

ＮＳ研究室長、佐藤利行･広島大学北京研究センター

長、池内浩一･広島商工会議所会頭、民秋史也･Ｊ

ＥＴＲＯ広島貿易情報センター会長）広島をはじ

めとする地方都市および地場産業が日中韓交流に

おいて果たすべき役割について、率直な意見交換

が実現した。会場との質疑応答も行われた。
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第４回日中韓三極フォーラム
The 4th Trilateral Forum: Japan - China - Korea

倉田 秀也 アジア太平洋研究センター客員研究員
KURATA Hideya Adjunct Research Fellow, Center for Asia-

Pacific Studies
飛鳥田麻生 アジア太平洋研究センター研究員
ASUKATA Mao Research Fellow, Center for Asia-Pacific

Studies



9

日本国際問題研究所ニュースレター No.125

発行人 小和田 恆

発行所 財団法人 日本国際問題研究所

発 行 2003 年 1月 15日（毎月発行）

〒100-6011 東京都千代田区霞が関 3-2-5 霞が関ビル 11階

電 話：03(3503)7261 （代表）

ﾌｧｸｼﾐﾘ： 03(3503)7292 E-mail: newsletter@jiia.or.jp

http://www.jiia.or.jp JIIA Newsletterに関するご意見、ご感想をお聞かせ下さい。

JIIA 活動日誌

3 (火)

●
●
●
●

｢南アジアにおける安全保障｣研究会
（小林俊二･日本大学講師･主査）

17 (火)

●
●
●
●

｢米中関係と日本｣研究会（高木誠一郎
･防衛庁防衛研究所第二研究部長）

●
●
●
●

｢中国経済の台頭と国際競争力の評価
に関する調査｣研究会（大橋英夫･専
修大学教授･主査）

●
●
●
●

｢東アジア・コミュニティの形成と日
ASEAN 協力｣研究会（山影進･東京大学
教授･主査）

●
●
●
●

『国際問題』編集委員会
●
●
●
●

｢9.11以降の欧米関係｣研究会（佐瀬昌
盛･拓殖大学海外事情研究所所長･主査）

5 (木)
●
●
●
●

｢アジアのガバナンス｣研究会（下村恭

民･法政大学教授･主査）

●
●
●
●

｢トキール フセイン駐日パキスタン大
使｣懇談会

9 (月)
●
●
●
●

インド安全保障研究者との懇談会 18 (水)
●
●
●
●

｢南アジアにおける安全保障｣研究会
（小林俊二･日本大学講師･主査）

11 (水)
●
●
●
●

｢国際秩序変動期の米露中関係と日本
外交｣研究会（星野俊也･JIIA客員研
究員･主査）

19 (木)

●
●
●
●

｢アジアのガバナンス｣研究会（下村恭
民･法政大学教授･主査）

13 (金)

●
●
●
●

｢国際秩序の構造変化と『戦略的安定』
ー『新しい枠組み』下の『戦略的安
定』論の再検討｣研究会（納家政嗣･
一橋大学大学院教授･主査）

●
●
●
●

｢ロシアにおける企業制度改革の現状｣
研究会（笠井達彦･JIIA 主任研究員･
主査）

●
●
●
●

●
●
●
●

クラブ・アフリカ第３回会合（堀内伸
介･JIIA 客員研究員･主査）

16 (月)

●
●
●
●

｢米国同時多発テロ以後の『米軍の前
方展開兵力』の変化の分析｣研究会
（渡邉昭夫･平和･安全保障研究所理事
長･主査）

23 (月)
●
●
●
●

｢ロシア社会保障制度（特に、労働・
年金制度｣研究会（森下敏男･神戸大学
教授･主査）

●
●
●
●

24 (火)

●
●
●
●

JIIA フェロー（包霞琴）最終研究発表
会

17 (火)
●
●
●
●

｢日本経済の構造調整と東アジア経済」
研究会（中北徹･東洋大学教授/JIIA
客員研究員･主査）

●
●
●
●

｢中国経済の台頭と国際競争力の評価
に関する調査」研究会（大橋英夫･専
修大学教授･主査）

12・2002

「南アジアの安全保障」

【主査】 小林俊二 （元駐インド大使・日本大学講師）

【委員】 渡邉昭夫 （平和・安全保障研究所理事長）

兵藤長雄 （東京経済大学教授）

広瀬崇子 （大東文化大学教授）

高木誠一郎（防衛研究所第二研究部部長）

森本 敏 （拓殖大学教授）

井上あえか（東京大学講師）

【幹事】 神保 謙 （日本国際問題研究所研究員）

研究会紹介
Introducing JIIA's Study Projects

本研究会は、9．11 テロ以降の南アジアの安全保障を、

とくにアフガニスタン情勢、インド・パキスタン関係、中

国・ロシアの関与、大量破壊兵器・ミサイルの拡散、安全

保障概念からみた南アジアといった、多角的な視点から分

析を試みるものである。アフガニスタン情勢の変化は、米

国・パキスタンの関係を急速に改善させた一方で、インド

の対パキスタン抑制政策は、苦しい展開を迫られてきた。

インドはカシミール地方における散発的なゲリラ襲撃事件

をテロリズムと認定しようとし、カシミール州議会議事堂

やインド国会議事堂への越境テロを経て、2002 年 5 月には

両国の緊張は著しく高まる事態を招いた。南アジアの大量

破壊兵器拡散問題については、米国および国際社会のイラ

ク・北朝鮮に対するより厳しい政策の中で、どのような展

開をみせるのか注目されるところである。以上の展開を念

頭におきつつ、本年度末に報告書を完成させる予定である。




